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平成 28年 6月28日（火曜日）
午前 10時 (受付開始　午前 9時)

東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目 11番 5号

ラサ商事株式会社　本社 8階

平成 28年 6月27日（月曜日）午後５時まで

■決議事項

第 1号議案　剰余金の処分の件

第 3号議案　監査役 1名選任の件
第 2号議案　取締役 9名選任の件

第 4号議案　補欠監査役 1名選任の件
第 5号議案　取締役に対する業績連動型株式
　　　　　　報酬等の額および内容決定の件
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証券コード 3023
平成28年６月７日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目11番５号

ラサ商事株式会社
取締役社長 井 村 周 一

　

第114期定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第114期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く
ださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議
決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月27日（月曜
日）午後５時までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
　

記
1.日 時 平成28年６月28日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
2.場 所 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目11番５号 RASA日本橋ビルディング

ラサ商事株式会社 本社８階
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3.目的事項
報告事項 1. 第114期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

2. 第114期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類報
告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件
第５号議案 取締役に対する業績連動型株式報酬等の額および内容決定の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
1. 次の事項につきましては、法令および当社定款第15条に基づき、当社ウェブサイト（http://www.rasaco.co.jp）に掲載しており
ますので、添付書類には記載しておりません。
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表
なお、監査役および会計監査人が監査した連結計算書類および計算書類は、本招集ご通知に記載の各書類のほか、当社ウェブサイ
トに掲載している連結注記表および個別注記表となります。

2. 添付書類および株主総会参考書類に修正すべき事情が生じた場合は、当社ウェブサイト（http://www.rasaco.co.jp）において、
修正後の事項を掲載させていただきます。

3. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。また、資源
節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。
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【添付書類】事業報告（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

3

現在の事業構成

産機・建機関連産機・建機関連

環境設備関連環境設備関連

化成品関連化成品関連

プラント・設備工事関連プラント・設備工事関連

不動産賃貸関連不動産賃貸関連

1939

食糧関連

1953 1967 2009 2012 2014

資源・金属素材関連資源・金属素材関連

事業別売上高構成比 事業拡大の推移

資源・金属素材関連
%

化成品関連
%

プラント・設備工事関連
%

不動産賃貸関連
%

34.7

産機・建機関連
%26.2

22.1

1.0

11.7

環境設備関連
%4.3

１ 企業集団の現況に関する事項
（1）主要な事業内容

事業部門 事 業 内 容

資源・金属素材関連
各種原材料の輸入販売
各種物資類の輸出販売
ミネラルサンズ・各種鉱産物の輸入販売

産 機 ・ 建 機 関 連
産業用および処理場等環境関連市場への各種流送機器類（ポンプ・バルブ等）の販売

各種小型建設機械・耐震管敷設用機器の販売
シールド掘進機・シールド関連機器の販売およびレンタル

環 境 設 備 関 連
下水汚泥・産業廃棄物処理施設向け高圧ピストンポンプの設計・施工および販売

水砕スラグ製造設備の設計・施工および販売
プラント・設備工事関連 プラントおよび関連設備工事に係る設計、施工、メンテナンス
化 成 品 関 連 合成樹脂、油脂、化学品販売
不 動 産 賃 貸 関 連 不動産賃貸収入
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（2）事業の経過およびその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、中国の景気減速、原油を始めとする資源価格の低迷、地政学
リスク等の海外情勢の影響を受けながらも、各種政策などを背景に企業収益が堅調に推移し、雇用や所
得環境の改善が見られ、不安定な要素があったものの緩やかな回復基調が続きました。
　このような経済環境のもとで当社グループは、営業活動の積極的な展開と経営効率の向上を図るよう
に努めました結果、売上高は305億23百万円となり、前年同期と比べ24億88百万円(8.9％)の増収と
なりました。
　営業利益におきましては、販売費及び一般管理費は増加したものの、売上高の増収により14億21百
万円となり、前年同期と比べ１億52百万円(12.0％)の増益となりました。
　経常利益におきましては、営業利益の増加に伴い、14億92百万円となり、前年同期と比べ48百万円
(3.4％)の増益となりました。
　親会社株主に帰属する当期純利益におきましては、法人税の減税効果により９億44百万円となり、
前年同期と比べ97百万円(11.5％)の増益となりました。
　また、当連結会計年度におけるセグメント別の状況は、次のとおりであります。
　

区 分 売 上 高 前 期 比 増 減 営 業 利 益 前 期 比 増 減

資源・金属素材関連 10,650百万円 4.2％ △５百万円 － ％

産 機 ・ 建 機 関 連 8,020 6.0 1,639 21.8

環 境 設 備 関 連 1,312 △24.5 237 △16.4

プラント・設備工事関連 3,590 231.5 252 247.2

化 成 品 関 連 6,770 △6.6 84 △20.6

不 動 産 賃 貸 関 連 301 49.2 110 195.3

合 計 30,645 9.2 2,317 11.2
（注）1.上記の各事業別の売上高および営業利益は、セグメント間の調整前の数字であります。

2.プラント・設備工事関連の前連結会計年度末は平成27年１月から同年３月末までの期間を連結しており、これにより前期比増
減を記載しております。
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　資源・金属素材関連
売上高構成比

ジルコンサンド

金属シリコン

セグメント別の状況
　

　

売上高 10,650 百万円
営業利益 △５ 百万円 34.7％

事業内容
　ジルコンサンドを中心とする鉱産物、その他物資等
の輸出入および販売を行っております。なかでも金属
シリコン、ジルコニア、仮焼アルミナなどは商材とし
て大きく育ってきており、さらにさまざまな新商材の
育成にも取り組んでおります。ジルコンサンドについ
ては、世界有数の生産会社であるアイルカ社（オース
トラリア）と日本における総代理店契約を締結してお
り、商品を安定して確保し販売しております。

　
● 当期の概況

　海外販売の強化などにより、関連部門の売上高は106億50百万円となり、前年同期と比べ４億32百万円
(4.2％)の増収となりました。セグメント営業利益は国際的な資源価格の低迷から厳しい状況となり、５百
万円の損失（前年同期は２億37百万円の利益）となりました。
　
用語解説

　

ジルコンサンド
　セラミックスの釉薬、高炉の耐火煉瓦材料などから、半導体チップの鏡面加工研磨材やスマートフォン・
タブレットPCのタッチパネルの素材まで、幅広く用途が拡大している鉱物資源
金属シリコン
　珪石を還元剤とともに電気炉で精錬し、酸化物を還元したもの。太陽電池用多結晶シリコンの原料、半導
体単結晶シリコンの原料、自動車用アルミ合金添加物などに使用されている。
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　産機・建機関連
売上高構成比

シールド掘進機 ワーマンポンプ

　

売上高 8,020 百万円
営業利益 1,639 百万円 26.2％

事業内容
　国内外の機械メーカーと総販売代理店契約を締結
し、広範囲の流体に対応できる流送機器等の販売・メ
ンテナンス等を行っております。また、シールド掘進
機や小型削岩機などの各種建設機械の販売・レンタ
ル・メンテナンスなどを行っております。

　
● 当期の概況

　企業収益や設備投資がやや改善傾向となり、民間企業向け各種ポンプ類の主力商品の販売増加などから、
関連部門の売上高は80億20百万円となり、前年同期と比べ４億50百万円(6.0％)の増収となりました。セ
グメント営業利益は16億39百万円となり、前年同期と比べ２億93百万円(21.8％)の増益となりました。
　
用語解説

　

ワーマンポンプ（民間企業向けポンプ）
　50年以上にわたる主力商品であり、メンテナンス性に優れ、耐食・耐摩耗ポンプのトップクラスのシェ
アを維持し、製鉄、製錬等の素材産業から半導体などのＩＴ関連企業まで幅広く使用されるポンプ

事業報告書 2016年05月24日 19時05分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



7

　環境設備関連
売上高構成比

水砕スラグ製造設備（ラサ・システム）

　

売上高 1,312 百万円
営業利益 237 百万円 4.3％

事業内容
　当社グループが独自技術を保有する、水砕スラグ製
造設備（ラサ・システム）およびIGCC（石炭ガス化
複合発電）でのスラグ処理の設計・施工および販売を
行っております。また、ドイツより高圧ポンプ類を輸
入し、下水汚泥・産業廃棄物処理施設向けの用途に国
内で販売を行っております。

　
● 当期の概況

　主力商品や関連商品とも低迷したため、関連部門の売上高は13億12百万円となり、前年同期と比べ４億
25百万円(△24.5％)の減収となりました。セグメント営業利益は２億37百万円となり、前年同期と比べ46
百万円(△16.4％)の減益となりました。
　
用語解説

　

水砕スラグ製造設備（ラサ・システム）
　製鉄所の高炉から銑鉄生産時に副産物として発生する溶融スラグに、高圧水を噴射させ急速冷却・粉砕し
て粒状にし、セメント原料などとして再利用できるようにする設備
IGCC（石炭ガス化複合発電）
　石炭をガス化し、ガスタービン燃料とする高効率発電技術で、発電効率および環境特性の向上、適用炭種
および灰の有効利用の拡大ならびに用水使用量の削減などで注目されている。
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　プラント・設備工事関連
売上高構成比

　

売上高 3,590 百万円
営業利益 252 百万円 11.7％

事業内容
　石油精製、石油化学、ガス関連、クリーンルーム関
連、各種工事関連、都市部大型空調設備関連等の多種
多様な分野のプラントおよび関連工事に係る設計、施
工およびメンテナンス工事を主たる事業としておりま
す。プラントおよび関連工事の中でも配管工事および
動機械仕上工事を得意としており、子会社旭テック株
式会社の有する自社工場（千葉県袖ヶ浦市）での加工
率を高め、現場での作業量をできる限り減らすことに
より、高品質で低コストの工事を提供しています。

　
● 当期の概況

　経営環境や工事効率の改善などから、関連部門の売上高は35億90百万円となり、前年同期と比べ25億７
百万円(231.5％)の増収となりました。セグメント営業利益は２億52百万円となり、前年同期と比べ１億
79百万円(247.2％)の増益となりました。
（注）前連結会計年度末は平成27年１月から平成27年３月末までの期間を連結しており、これを基に前年同期対比および増減率を

記載しております。
　
用語解説

　

動機械仕上工事
　ポンプやコンプレッサー等の組み立てやメンテナンス工事のこと
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　化成品関連
売上高構成比

　

売上高 6,770 百万円
営業利益 84 百万円 22.1％

事業内容
　合成樹脂・化成品関連の事業であり、自動車関連を
はじめ、建材・電気・電子分野などの幅広い業界に多
種多様な合成樹脂・化学製品を供給しています。

　
● 当期の概況

　自動車関連および一部電線業界が堅調に推移したものの、飯能工場閉鎖の影響や取引先の見直しなどによ
り、関連部門の売上高は67億70百万円となり、前年同期と比べ４億78百万円(△6.6％)の減収となりまし
た。セグメント営業利益は販売や経費の効率化を進めたものの84百万円となり、前年同期と比べ21百万円
(△20.6％)の減益となりました。
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　不動産賃貸関連
売上高構成比

　

売上高 301 百万円
営業利益 110 百万円 1.0％

ラサ商事本社ビル

事業内容
　当社グループ内に保有する不動産物件を有効活用
し、賃貸収益を確保しています。保有物件は、付加価
値の高い都市部で好条件の不動産が中心であり、堅実
かつ優良なテナントへのスペース提供を行うことで、
地域の活性化に寄与しています。

　
● 当期の概況

　当社グループ全体での一体運営を徹底したことから、関連部門の売上高は３億１百万円となり、前年同期
と比べ99百万円(49.2％)の増収となりました。セグメント営業利益は１億10百万円となり、前年同期と比
べ72百万円(195.3％)の増益となりました。
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（3）対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、海外情勢の不透明さ、特に中国経済の減速と地政学リスク等から、海
外経済の不確実性の高まりや金融資本市場の変動の影響などから、国内経済に与える影響は小規模でな
く、注意を要すると思われます。当社グループをとりまく事業環境は、国内の設備投資動向や海外の景
気動向等に影響を受けるため、厳しい状況が継続するものと思われます。
　また、ジルコンサンドは供給元が限定されているため、市場価格が形成され難い状況でしたが、資源
全体の低迷を受ける結果となって、厳しい状況を予想しております。
　当社グループは、これまでに築き上げてきた経営資源をフルに活用して、当社グループにしかできな
い事業活動を精一杯の努力をもって展開し取り組んでまいります。
　当社は、企業集団としてグループ経営体制の構築を図り、経営戦略の一体化およびグループ価値最大
化のための体制作りに努めてまいります。資源・金属素材関連、産機・建機関連、環境設備関連、プラ
ント・設備工事関連、化成品関連、不動産賃貸関連の６事業体制で、収益のさらなる拡大を図ると共
に、新商品の開発、開拓、グローバル化を積極的に推進し、新たな収益基盤の確立を目指してまいりま
す。

① 資源・金属素材関連
・輸入原材料の商品多様化と用途開発
　取扱商品の拡大を目指し、輸入原料の大学との共同研究による用途開発を進めており、引き
続きジルコンサンド、金属シリコン、黒鉛などの高付加価値化を目指してまいります。

・グリーンエネルギー分野の拡大
　エネルギー用途素材の原料供給への取組みに加え、太陽光発電のパネル向け原材料、二次電
池用の原材料、省エネ電子部材料、バイオマス発電用燃料などグリーンエネルギー分野へ注力
してまいります。

・海外事業展開の拡大
　中国、東南アジア、インドなどの成長市場へ進出している日系企業および現地企業との取引
拡大、三国間ビジネスの拡大、現地メーカーとの取引を強化し二次加工製品の現地供給を目指
してまいります。加えて、輸入原料のサプライソースの拡大に注力してまいります。

② 産機・建機関連
・ポンプを中心とした製品の応用と新商品の育成
　ポンプの用途開発(石炭火力発電、下水道BCP)の分野に積極的に取り組み、販売の拡大を目指
してまいります。石炭火力発電については、ベースロード電源の柱として、石炭燃焼時のCO2
排出を極小化する高効率活用が主流になると予想されます。当社の主力商品が、その市場に適
していることから、今後大きな需要が期待されるため、市場のニーズに沿った効率の高いポン
プの開発を進めてまいります。
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　また、津波、高潮、豪雨等の自然災害から下水道の施設を保護する目的で、主力商品である
ヒドロスタルポンプの応用の中からBCP市場に対し供給しており、この分野の拡大を進めてま
いります。
　さらに、シンガポール駐在員事務所を活用し、発展が著しい東南アジア各国のインフラ整備
に貢献してまいります。

・グループ各社との連携強化
　旭テック株式会社の営業情報強化、特に京葉地区における相互の顧客に対する情報共有の推
進強化を目指してまいります。また、当社の主力ポンプメーカーであり、関連会社でもある大
平洋機工株式会社との協業体制も含めグループ全体の業容拡大を目指してまいります。

・メンテナンスサービス体制の一層の充実
　グループでの連携により、メンテナンス協力会社の関係の強化に努め、稼動ポンプの計画的
整備更新を喚起し、グループでの販売、メンテナンスの拡大を目指してまいります。

③ 環境設備関連
・電力分野におけるスラグ処理の応用および販路拡大
　CO2削減を考慮した次世代火力発電の石炭ガス化複合発電設備（IGCC）に組み込まれたス
ラグ処理設備（「ラサ・システム」応用技術）を国内外問わず大手発電プラント向けに拡販を目
指してまいります。

・当社独自の水砕スラグ製造設備「ラサ・システム」の販売先の拡大
　環境への負荷を低減させるリサイクル材と評価されている水砕スラグ製造設備「ラサ・シス
テム」のさらなる省エネルギーを目指した技術提案およびこのシステムを応用した非鉄金属分
野への市場拡大を目指してまいります。

・環境問題に取り組む海外主要機械メーカーとの提携
　長距離、高圧搬送に関する豊富な経験を持つドイツ高圧ポンプメーカーとの連携、ボイラー
制御に不可欠な高い制御性に加え、シンプルかつ、信頼性の高い自動バイパス弁メーカーとの
連携を強化し、新たな市場の創出と拡大を目指してまいります。

・海外市場の拡大
　非鉄金属資源の豊富な東南アジアを中心に、水砕スラグ処理の応用技術を活用した設備およ
び機械類の輸出強化を目指してまいります。
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④ プラント・設備工事関連
・国内製造設備の増改修・補修および新設
　主要顧客の京葉臨海コンビナートの増改修・補修を確実に受注するとともに、電気・ガスの
自由化に伴う設備投資や東京都内大型ビルの熱源設備の動向に注視して受注拡大を目指してま
いります。

・新工場（第一工場）の有効利用
　旭テック株式会社の新工場の設備投資を進め、既設工場と合わせ12,000坪に及ぶ広さと立地
環境を生かし関連する事業範囲の拡大を図り、受注増加を目指してまいります。

・グループ連携
　一部進めている当社、旭テック株式会社およびメンテナンス各社との営業情報共有のさらな
る拡大や人事交流を含めた連携強化を図り、グループ全体の業績向上に貢献してまいります。

⑤ 化成品関連
　イズミ株式会社の事業運営体制の見直しと強化をさらに図ってまいります。
・海外取引の拡大
　主要取引先の海外展開に伴い、海外駐在員事務所を情報拠点として、東南アジアおよび北米
への販売強化を目指してまいります。

・グループ運営強化および効率化
　海外販売の拡大により、グループでの運営強化および販売コストなどの効率化に努めてまい
ります。

⑥ 不動産賃貸関連
新設したラサ・リアルエステート株式会社に一本化したことにより、さらに管理コストの削減

を図るとともに、優良テナントの確保や駐車場の有効活用などに努め、収益の向上を目指してま
いります。

　
株主の皆様におかれましては、何卒今後ともより一層のご支援ご鞭撻を賜わりますようお願い申し
上げます。
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（4）財産および損益の状況の推移

① 企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分 第111期
（自24.４.１至25.３.31）

第112期
（自25.４.１至26.３.31）

第113期
（自26.４.１至27.３.31）

第114期
（自27.４.１至28.３.31）

売 上 高（百万円） 28,874 25,635 28,034 30,523

経 常 利 益（百万円） 1,346 1,149 1,443 1,492

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 772 876 847 944

１株当たり当期純利益 （円） 68.06 77.23 74.08 82.58

総 資 産（百万円） 25,264 23,787 29,343 28,486

純 資 産（百万円） 10,072 10,638 11,421 12,045

② 当社の財産および損益の状況の推移

区 分 第111期
（自24.４.１至25.３.31）

第112期
（自25.４.１至26.３.31）

第113期
（自26.４.１至27.３.31）

第114期
（自27.４.１至28.３.31）

売 上 高（百万円） 19,450 17,781 19,583 19,983

経 常 利 益（百万円） 1,212 987 1,107 979

当 期 純 利 益（百万円） 711 540 665 602

１株当たり当期純利益 （円） 62.41 47.39 57.79 52.34

総 資 産（百万円） 20,328 19,114 18,855 18,230

純 資 産（百万円） 9,317 9,817 10,409 10,705
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（5）重要な親会社および子会社の状況

① 親会社の状況
該当する事項はありません。

　
② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

イ ズ ミ 株 式 会 社 73
百万円

100.0
％ 合成樹脂、油脂、化学品
販売

旭 テ ッ ク 株 式 会 社 100 100.0
石油精製、石油化学プラ
ント等の設計、施工、メ
ンテナンス工事

ラサ・リアルエステート株式会社 10 100.0 不動産賃貸
　

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当する事項はありません。

（6）主要な支店等

当 社 本社 東京都中央区

支店
札幌支店（北海道札幌市）、仙台支店（宮城県仙台市）、名古
屋支店（愛知県名古屋市）、大阪支店（大阪府大阪市）、広島
支店（広島県広島市）、福岡支店（福岡県福岡市）

機械センター 東京機械センター（千葉県習志野市）、千葉機械センター（千
葉県八街市）

子 会 社 イ ズ ミ 株 式 会 社 本社（東京都中央区）

旭 テ ッ ク 株 式 会 社 本社（千葉県袖ヶ浦市）、第一・第二工場（千葉県袖ヶ浦市）

ラサ・リアルエステート株式会社 本社（東京都中央区）
（注）旭テック株式会社は平成28年３月１日付で本社を千葉県市原市から千葉県袖ヶ浦市に移転いたしました。
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（7）従業員の状況

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

245名 増減なし
（注）上記の人数には嘱託、契約、パート社員、計31名を含んでおります。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

184名 ３名増 41.4才 13.2年
（注）上記の人数には嘱託、契約社員、計21名を含んでおります。

（8）主要な借入先および借入額

借 入 先 借 入 金 残 高

株式会社みずほ銀行 2,633百万円

株式会社三井住友銀行 2,006

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,935

三井住友信託銀行株式会社 1,182

（9）設備投資の状況

　子会社旭テック株式会社は、平成28年３月１日付で本社を第一工場敷地内の事務所に移しましたが、
本社事務所の整備、什器・備品の購入および移転作業等に総額１億12百万円を費やしました。また、
今後の更なる事業拡大のため、第一工場にステンレス配管工場としての機能を増強する計画で、約３億
50百万円の設備投資を見込んでおります。
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所有者別株式分布状況
金融機関

金融商品取引業者
0.1%

自己株式
0.0%

0.2%外国人
0.3%

国内法人
0.8%

外国人

自己株式
7.2%

金融商品取引業者
0.6%

10.9%

金融機関
23.3%

国内法人
24.2%

個人・その他
98.6%

個人・その他
33.8%

所有株式数別株式分布状況

２ 会社の株式に関する事項
(1）発行可能株式総数 49,600,000株

　（2）発行済株式総数 11,509,900株（自己株式890,100株を除く。）

　（3）当事業年度末株主数 15,359名

　（4）大 株 主

株 主 名 持 株 数 持株比率

大平洋金属株式会社 1,040,000株 9.04％

MSIP CLIENT SECURITIES 720,000 6.26

アトラス コプコ コンストラクシヨン
ツ－ルズ エイビ－ 400,000 3.48

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口） 376,300 3.27

日本生命保険相互会社 370,000 3.21

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 370,000 3.21

東京海上日動火災保険株式会社 360,000 3.13

クニミネ工業株式会社 290,000 2.52

株式会社みずほ銀行 260,000 2.26

大平洋機工株式会社 207,000 1.80
（注）１．当社は、自己株式890,100株を保有しておりますが、上記大株主から除いておりま

す。
また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

２．大平洋機工株式会社が保有する株式については、会社法第308条第１項および会社
法施行規則第67条の規定により議決権を有しておりません。

（5）その他株式に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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３ 会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当する事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に対し交付した新株予約権等の状況

該当する事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
　

該当する事項はありません。
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４ 会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等

氏 名 地 位 担当および重要な兼職の状況

井 村 周 一 代表取締役社長 （重要な兼職の状況）
　ラサ・リアルエステート株式会社 代表取締役

田 畑 威 彦 代表取締役副社長 海外営業本部長

伊 藤 信 利 専 務 取 締 役 機械営業本部長

大 岡 隆 常 務 取 締 役
経営企画室長
（重要な兼職の状況)
　ラサ・リアルエステート株式会社 代表取締役

本 間 丈 大 取 締 役 環境営業本部長

小 山 文 男 取 締 役 管理本部長兼経理部長

唐 津 利 明 取 締 役 （重要な兼職の状況）
　クニマイン株式会社 代表取締役社長

森 脇 幸 治 取 締 役

世 良 孝 司 常 勤 監 査 役

日 原 道 行 監 査 役

柿 原 康一郎 監 査 役
（注）１．平成27年６月26日開催の第113期定時株主総会において、森脇幸治氏が取締役に新たに選任され、就任いたしました。

２．古谷利央氏は、平成27年６月26日開催の第113期定時株主総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任いたしま
した。

３．唐津利明、森脇幸治の両氏は社外取締役であります。なお、当社は両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指
定し、届け出ております。

４．日原道行、柿原康一郎の両氏は社外監査役であります。なお、当社は両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
指定し、届け出ております。

（2）責任限定契約の内容の概要
　

　当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
同法第425条第１項に規定する最低責任限度額としております。
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（3）取締役および監査役の報酬等の額

取締役 ９名 146百万円　（うち社外取締役 ２名 ３百万円）
監査役 ３名 18百万円　（うち社外監査役 ２名 ５百万円）
（注）１．上記報酬等の額のほか、使用人兼務取締役に対する使用人給与は26百万円であります。
　 ２．上記の取締役の支給人員には、平成27年６月26日開催の第113期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締

役１名を含んでおります。
　
（4）社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係
社外取締役の唐津利明氏は、クニマイン株式会社の代表取締役社長を務めております。同社の

親会社であるクニミネ工業株式会社は当社の大株主（持株比率2.52％）であります。当連結会計
年度において、クニマイン株式会社との取引はございませんが、クニミネ工業株式会社との間に
１百万円未満の取引がございます。
なお、社外取締役の森脇幸治氏、社外監査役の日原道行および柿原康一郎の両氏は、他の法人

等の業務執行者を兼任しておりません。また、他の法人等の社外役員も兼任しておりません。
　
② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役 唐津 利明
取締役会24回のうち20回（83.3％）に出席し、主に経験
豊富な経営の観点から適宜質問をするとともに、必要に応
じて社外の立場から意見を述べております。

社 外 取 締 役 森脇 幸治
平成27年６月26日の取締役就任以降開催した取締役会19
回のうち18回（94.7％）に出席し、主に経験豊富な経営の
観点から適宜質問をするとともに、必要に応じて社外の立
場から意見を述べております。

社 外 監 査 役 日原 道行
取締役会24回のうち19回（79.2％）、監査役会８回のうち
７回（87.5％）に出席し、主に経験豊富な経営の観点から
適宜質問をするとともに、必要に応じて社外の立場から意
見を述べております。

社 外 監 査 役 柿原康一郎
取締役会24回のうち23回（95.8％）、監査役会８回の全て
に出席し、主に経験豊富な経営の観点から適宜質問をする
とともに、必要に応じて社外の立場から意見を述べており
ます。
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５ 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

監査法人大手門会計事務所

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務に係る報酬等の額 22百万円

公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 －百万円

　合 計 22百万円

当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22百万円
（注）１．当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠などが適切

であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人が所要の監査体制・監査時間を確保し、適正な監査
を実施するために本監査報酬額が妥当な水準であると認められることから、会計監査人の報酬等の額について同意
いたしました。

　 ２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の
額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

（3）非監査業務の内容

該当する事項はありません。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当し、当社の会計監査業
務に重大な支障があると判断したときには、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま
す。また、当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、会計監査人の変更が必要
であると判断した場合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、当社取締役
会は、当該決定に基づき当該議案を株主総会に提出いたします。
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６ 会社の体制および方針
（1）業務の適正を確保するための体制

　当社は、会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、取
締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。

① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制ならび
に子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制
・当社および子会社（以下「当社グループ」という）は、コンプライアンス体制の確立が経営の根
幹であることを深く自覚し、当社グループ共通の「法令等遵守規程」および「コンプライアン
ス・マニュアル」を定め、コンプライアンス重視の企業風土の構築・定着を徹底するべく、体制
の強化を図ってまいります。

・当社総務人事部は、当社グループコンプライアンス統括部門として、グループ全ての役職員に対
する継続的な啓発活動を推進すると共に、各社で役職員による自主点検を実施させることによ
り、コンプライアンスの徹底を図ってまいります。
・当社グループは、法令等違反行為を早期に発見するために、共通のコンプライアンス・ヘルプラ
イン（通報・相談窓口）を設置いたします。
・当社グループは、健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決して関わりを持たず、また不当な
要求には断固としてこれを拒絶いたします。
・当社代表取締役社長を委員長とする「内部統制委員会」にて、取締役の主導の下、当社グループ
の内部統制システムの整備・運用評価を行います。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　 当社は、「文書管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以
下、文書等という）に記録し、関連資料とともに検索性の高い状態で保存・管理いたします。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　 当社グループの事業活動推進にあたって、当社は、想定されるリスクの評価、対応方針、具体
的対策等を「リスクマネジメント委員会」および「経営会議」にて、事前に検討した上で実施い
たします。ただし、「取締役会規則」に定められた決議事項については、取締役会の決議を経て
実施いたします。

④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、原則、月１回の定時取締役会の開催の他、必要に応じて臨時取締役会を開催し、当社グ
ループの経営に関する重要事項についての意思決定を行ってまいります。また、取締役会に付議
する重要事項については、必要に応じて、事前に「経営会議」に付議し、そこでの議論を基に、
取締役会にて審議する体制といたします。
・当社グループの取締役は、職務執行状況について、各社の取締役会において適宜報告いたしま
す。
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・当社は、経営における意思決定・監督機能と執行機能を分離し、迅速かつ効率的な経営を推進す
るため、執行役員制度を採用いたします。
・当社グループは、「取締役会規則」、「組織規程」、「職務権限規程」等の社内規程により、役職員
の役割と権限を明確にすることで、適正かつ効率的な職務の執行を図ってまいります。

・当社グループは、財務報告および経営資料作成のためのＩＴ化を推進すると共に、情報共有化ツ
ールとしての社内ポータルサイト等の一層の充実を図ってまいります。

⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社グループは、事業活動の適正を確保するため、「関係会社管理規程」に基づき、当社が子会
社に対し助言・指導を行う管理体制を構築するとともに、子会社が経営上の重要事項を実施する
場合は、当社取締役会にも付議することといたします。

・海外子会社等の事業拠点については、現地の法令を遵守し、慣習を尊重いたします。
・「内部監査規程」に基づき、当社の内部監査室が当社グループの内部監査を実施し、業務遂行の
適法性・妥当性等を監査いたします。
・当社グループは、原則月１回、当社グループの取締役等が出席する「グループ連絡会」を開催
し、子会社の取締役が子会社に関する重要事項について報告することといたします。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
ならびに当該使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項
・当社グループは、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、職務を補助
する使用人を置くものといたします。
・当社グループの監査役の職務を補助すべき使用人は、取締役から独立して専ら監査役の指示に従
い職務を遂行するものとし、その評価、異動には監査役の同意を要するものといたします。

⑦ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
・当社グループは、取締役と監査役が、重要情報を共有することを基本方針といたします。
・当社は、監査役が取締役会および「経営会議」等重要会議に出席し、決議事項および報告事項な
らびに審議過程を把握できる体制といたします。
・当社グループの取締役は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見した場合
には、直ちに監査役会または監査役に報告するものといたします。
・当社グループは、稟議書等、取締役の職務執行に関する重要な文書を、監査役の閲覧に供するも
のといたします。
・当社内部監査室は、当社グループの内部監査計画および監査結果等を当社監査役に報告いたしま
す。
・当社総務人事部は、コンプライアンス・ヘルプライン（通報・相談窓口）に寄せられた当社グル
ープの内部通報の状況等を当社監査役会に報告するものといたします。また、当社は、当該報告
をしたことを理由として報告者に対して報復行為や人事処遇上の不利益な取り扱いを行うことを
禁止いたします。
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⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・当社は、代表取締役社長が監査役と定期的会合を持つことにより、監査役監査の環境整備の状
況、監査上の重要課題について意見交換を行い、相互の意思疎通を図ってまいります。

・当社は、会計監査人の往査および監査総評には、常勤監査役が立ち会うものといたします。
・当社内部監査室は、監査役との連携を密にし、監査業務の実効性と効率性を図ってまいります。
・当社グループの監査役は、定期的に「グループ監査役会」を開催し、意見・情報交換を行うもの
といたします。
・当社グループは、監査役から職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求があった場合は、
各社担当部門において精査の上、当該費用または債務の処理をするものといたします。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制
・当社取締役は、信頼に足る財務報告を作成することが社会的信用の維持・向上のために極めて重
要であることを認識するとともに、財務報告の信頼性を確保するために、当社グループの役職員
に対してあらゆる機会を捉えて、正しく業務を遂行すべきことが、業務の有効性および効率性を
向上させる手段であることを周知徹底させるなど、内部統制の強化を図ってまいります。

・当社取締役は、当社グループの資産の取得、譲渡、有効利用が正当な手続きと承認のもとで適切
に行われるように、資産の保全に最善の努力をいたします。
・当社グループは、財務報告の作成過程において誤謬等が生じないよう、ITの活用を推進し、実効
性のある内部統制システムを構築いたします。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適
正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① コンプライアンスに対する取り組み
・毎年、当社グループ全役職員を対象に事業年度末を基準日とした「コンプライアンス自主点検」
を実施し、行動規範が周知されていることや良好なコンプライアンス体制が構築されていること
などを確認しております。

・当事業年度においては、役職員の行動規範等の周知・徹底を図るため、企業倫理の手引書である
「コンプライアンス・マニュアル」の冊子を当社グループ全役職員に配布するとともに、「コンプ
ライアンス・マニュアル」および「反社会的勢力対応マニュアル」などについての研修を実施い
たしました。また、内部通報・相談窓口として社内に設けられた既存の窓口に加え、経営陣から
独立した窓口として弁護士事務所を設定いたしました。
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② リスクマネジメントに対する取り組み
・経営に与える影響が大きな個別のリスクについては「リスクマネジメント委員会」にて評価し、
対応方針・具体的対策等を検討した上で実行しております。
・事業継続に必要な基幹システムのデータは外部のクラウドサービスにバックアップしており、有
事を想定した基幹システムの稼動訓練を毎年行っております。
・全役職員を対象に情報セキュリティ研修を実施いたしました。

③ グループ管理体制
・子会社の経営管理につきましては、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の業務執行の重要度
に応じて、当社の取締役会の決裁を受ける体制を整備しております。
・子会社に対して経営指導・助言を行う目的で、子会社の取締役等として当社の役職員を派遣して
おります。
・「グループ連絡会」を原則毎月１回開催し、主要な子会社から業務執行状況の報告を受けており
ます。

④ 取締役の職務執行
　取締役会は、社外取締役会２名を含む取締役８名で構成されております。当事業年度において
は、24回開催しており、法令または定款に定められた事項および経営上重要な事項の決議を行う
とともに、取締役の職務執行の監督を行っております。また、取締役会の審議に必要な資料は事
前に配布され、出席者が十分に準備できるよう配慮しております。

⑤ 監査役の職務執行
　監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名で構成されております。当事業年度においては、
８回開催しており、常勤監査役からの経営会議を含むその他の重要な会議に関する報告および監
査役相互による意見交換等が行われております。また、監査役は、取締役会への出席や代表取締
役社長と定期的な情報交換を行い、取締役の職務の執行について監視をしております。

⑥ 財務報告に係る内部統制
　当社は、金融商品取引法および関連法令等に準拠した財務報告の信頼性を確保するため、毎年
取締役会にて「財務報告に係る内部統制評価基本方針」および「年次内部統制整備・運用評価計
画書」を決定し、これらに基づき、当社グループの内部統制システムの運用評価を行っておりま
す。

（3）株式会社の支配に関する基本方針

記載すべき事項はありません。
　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　この事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表（平成28年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 18,253 流 動 負 債 9,904
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
完成工事未収入金
商 品 及 び 製 品
未 成 工 事 支 出 金
原材料及び貯蔵品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
そ の 他
無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

3,059
8,213
1,073
4,003
1,571

7
162
170
△7

10,233
7,718
2,151
31

5,470
66
102
25
76

2,412
1,676
28
494
227
△13

支払手形及び買掛金 3,877
工 事 未 払 金 321
短 期 借 入 金 2,930
１年内返済予定の長期借入金 1,192
１年内償還予定の社債 534
未 払 法 人 税 等 348
賞 与 引 当 金 193
そ の 他 507

固 定 負 債 6,537
社 債 169
長 期 借 入 金 5,444
繰 延 税 金 負 債 483
退職給付に係る負債 247
そ の 他 192

負 債 合 計 16,441
純 資 産 の 部

株 主 資 本 11,937
資 本 金 1,854
資 本 剰 余 金 1,644
利 益 剰 余 金 8,720
自 己 株 式 △281

その他の包括利益累計額 107
その他有価証券評価差額金 105
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 1
純 資 産 合 計 12,045

資 産 合 計 28,486 負債及び純資産合計 28,486
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連結損益計算書（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 30,523
売 上 原 価 25,192
売 上 総 利 益 5,330
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,909
営 業 利 益 1,421
営 業 外 収 益
受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 27
受 取 家 賃 40
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 74
そ の 他 34 176
営 業 外 費 用
支 払 利 息 53
社 債 利 息 10
保 険 解 約 損 16
そ の 他 25 105
経 常 利 益 1,492
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 14 14
特 別 損 失
事 業 整 理 損 失 0
そ の 他 0 0

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,506
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 476
法 人 税 等 調 整 額 85 561
当 期 純 利 益 944
親会社株主に帰属する当期純利益 944
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連結株主資本等変動計算書（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,854 1,642 7,971 △290 11,176
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △172 － △172
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 944 － 944
自 己 株 式 の 取 得 － － － △22 △22
自 己 株 式 の 処 分 － 2 △22 32 11
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － －
当 期 変 動 額 合 計 － 2 749 9 761
当 期 末 残 高 1,854 1,644 8,720 △281 11,937

（単位：百万円）

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 247 △2 245 11,421
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － － △172
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － － 944
自 己 株 式 の 取 得 － － － △22
自 己 株 式 の 処 分 － － － 11
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △141 4 △137 △137
当 期 変 動 額 合 計 △141 4 △137 623
当 期 末 残 高 105 1 107 12,045
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貸借対照表（平成28年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 12,847 流 動 負 債 5,639
現 金 及 び 預 金 2,354 支 払 手 形 1,155
受 取 手 形 1,739 買 掛 金 1,129
売 掛 金 4,614 短 期 借 入 金 1,380
商 品 3,937 １年内返済予定の長期借入金 785
原 材料及び貯蔵品 5 １年内償還予定の社債 520
前 渡 金 14 未 払 金 138
前 払 費 用 31 未 払 法 人 税 等 259
繰 延 税 金 資 産 139 未 払 消 費 税 等 57
未 収 入 金 2 前 受 金 15
そ の 他 8 預 り 金 23
貸 倒 引 当 金 △0 賞 与 引 当 金 171

固 定 資 産 5,382 そ の 他 4
有 形 固 定 資 産 684 固 定 負 債 1,884
貸 与 資 産 10 社 債 160
建 物 137 長 期 借 入 金 1,490
構 築 物 11 退 職 給 付 引 当 金 196
機 械 及 び 装 置 16 そ の 他 37
車 両 運 搬 具 3 負 債 合 計 7,524
工具、器具及び備品 39 純 資 産 の 部
土 地 464 株 主 資 本 10,616
無 形 固 定 資 産 55 資 本 金

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

1,854
1,642
1,612
30

7,393
114
7,278
6,000
1,278
△272
89
87
1

ソ フ ト ウ ェ ア 55
そ の 他 0
投資その他の資産 4,643
投 資 有 価 証 券 775
関 係 会 社 株 式 3,119
長 期 貸 付 金 2
破 産 更 生 債 権 等 0
長 期 前 払 費 用 13
繰 延 税 金 資 産 21
保 険 積 立 金 475
会 員 権 22
差 入 保 証 金 60
敷 金 及 び 保 証 金 165
貸 倒 引 当 金 △13 純 資 産 合 計 10,705
資 産 合 計 18,230 負債及び純資産合計 18,230
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損益計算書（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 19,983
売 上 原 価 15,715
売 上 総 利 益 4,267
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,311
営 業 利 益 956
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 31
受 取 家 賃 35
そ の 他 19 85

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18
社 債 利 息 9
保 険 解 約 損 16
そ の 他 17 62

経 常 利 益 979
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 9 9
特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 0
固 定 資 産 除 却 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 989
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 351
法 人 税 等 調 整 額 35
当 期 純 利 益 602
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株主資本等変動計算書（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
当事業年度期首残高 1,854 1,612 30 1,642 114 5,500 1,348 6,963

当事業年度変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △172 △172

当 期 純 利 益 － － － － － － 602 602
別 途 積 立 金 の
積 立 － － － － － 500 △500 －
株主資本以外の
項目の当事業年度
変 動 額（純額）

－ － － － － － － －

当事業年度変動額合計 － － － － － 500 △70 429

当事業年度末残高 1,854 1,612 30 1,642 114 6,000 1,278 7,393

（単位：百万円）
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当事業年度期首残高 △272 10,186 225 △2 222 10,409

当事業年度変動額

剰 余 金 の 配 当 － △172 － － － △172

当 期 純 利 益 － 602 － － － 602
別 途 積 立 金 の
積 立 － － － － － －
株主資本以外の
項目の当事業年度
変 動 額（純額）

－ － △138 4 △133 △133

当事業年度変動額合計 － 429 △138 4 △133 296

当事業年度末残高 △272 10,616 87 1 89 10,705
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

平成28年５月17日
ラサ商事株式会社
　取 締 役 会 御中

監査法人 大手門会計事務所
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士植 木 暢 茂 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士武 川 博 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ラサ商事株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日
までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当
監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見を表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ラサ
商事株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

事業報告書 2016年05月24日 19時05分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



33

会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

平成28年５月17日
ラサ商事株式会社
　取 締 役 会 御中

監査法人 大手門会計事務所
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士植 木 暢 茂 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士武 川 博 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ラサ商事株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月
31日までの第114期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日迄の第114期事業年度に於ける取締役の職務の執行に関して、各監査
役が作成した監査報告書に基づき、審議の上本監査報告書を作成し、以下の通り報告致します。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及び其の内容
　(1)監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける他、取締役等

及び会計監査人から其の職務の執行状況について報告を受け必要に応じて説明を求めました。
　(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室、其の

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると共に、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会、其の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から其の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に於いて業務及び財産の状況を調査致しました。又、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する為の体制、其の他株式会社及びそ
の子会社からなる企業集団の業務の適正を確保する為に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び３項に定める
体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等から其の構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め意見を表明致しました。

③財務報告に係る内部統制については、取締役及び監査法人大手門会計事務所から当該内部統制の評価及び監査の状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び其の
附属明細書について検討致しました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると共に、会計監査人から其の職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。又、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び
其の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について
検討致しました。
2. 監査の結果
　(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及び其の附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。又、当該内部統制システムに関する事業報告の記
載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

　(2)計算書類及び其の附属明細書の監査結果
会計監査人 監査法人大手門会計事務所の監査の方法及び結果は相当であるものと認めます。

　(3)連結計算書類の監査結果
会計監査人 監査法人大手門会計事務所の監査の方法及び結果は相当であるものと認めます。

　 平成28年５月20日
ラ サ 商 事 株 式 会 社 監査役会
常勤監査役 世 良 孝 司 ㊞
社外監査役 日 原 道 行 ㊞
社外監査役 柿 原 康一郎 ㊞

以 上
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議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件
　 剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　1. 期末配当に関する事項
　当社は、株主の皆様への長期的利益還元を重要な経営課題の一つと考え、安定配当を行うことを基本方針
としつつ、企業体質の強化、今後の事業展開および内部留保の充実を勘案した上で、20％前後の配当性向を
維持できるよう努力いたします。この方針をもとに、当事業年度の業績ならびに今後の事業展開等を勘案
し、当事業年度の期末配当につきましては、以下のとおり１株につき７円50銭といたしたいと存じます。
　なお、中間配当として１株につき７円50銭をお支払いしておりますので、当事業年度の年間配当金は１株
当たり15円となります。
（1）配当財産の種類

　 金銭
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき ７円50銭 総額 86,324,250円
（3）剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成28年６月29日

　2. 剰余金の処分に関する事項
　別途積立金の積み立てにつきましては、当社は株主の皆様への長期的利益還元および将来の事業展開に備
えるため、財務体質の強化を図る必要があると考えており、以下のとおり５億円を、別途積立金に積み立て
ることにいたしたいと存じます。

（1）増加する剰余金の項目およびその額
別途積立金 500,000,000円

（2）減少する剰余金の項目およびその額
繰越利益剰余金 500,000,000円
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第２号議案 取締役９名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役全員（８名）は任期満了となります。つきましては、経営体制の一層の強
化を図るため１名増員して、取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　 取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏 名 現在の当社グループにおける地位・担当

１
イ ムラ シュウ イチ

井 村 周 一 代表取締役社長
ラサ・リアルエステート株式会社 代表取締役 再 任

２
イ トウ ノブ トシ

伊 藤 信 利 専務取締役 機械営業本部長 再 任

３
オオ オカ タカシ

大 岡 隆 常務取締役 経営企画室長
ラサ・リアルエステート株式会社 代表取締役 再 任

４
ホン マ タケ ヒロ

本 間 丈 大 取締役 環境営業本部長 再 任

５
コ ヤマ フミ オ

小 山 文 男 取締役 管理本部長兼経理部長 再 任

６
モリ ワキ コウ ジ

森 脇 幸 治 取締役 再 任

７
ツチ ヤ オサム

土 屋 修 執行役員 管理本部副本部長兼総務人事企画部長 新 任

８
ナカ ニシ トシ オ

中 西 俊 雄 イズミ株式会社 代表取締役社長 新 任

９
スガ ヤ ヒロ アキ

菅 谷 大 見 新 任
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1.
イ ムラ シュウ イチ

井村 周一（昭和26年２月４日生） 再 任
　略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和50年１月 当社入社
平成11年４月 当社産業機械一部長
平成12年４月 当社大阪支店長
平成13年６月 当社取締役大阪支店長
平成16年４月 当社取締役大阪支店長兼同店営業部長
平成17年４月 当社常務取締役管理本部長
平成17年６月 当社代表取締役社長（現任）
平成27年２月 ラサ・リアルエステート株式会社代表取締役（現任）

　候補者の有する当社の株式数
113,600株

　取締役候補者とした理由
　同氏は、平成17年６月に代表取締役社長に就任して以降、当社グループの統括責任者としてリー
ダーシップを発揮するとともに、M&Aによる事業規模の拡大を実現するなど、経営トップとして豊
富な経験と実績を有しております。これらのことから、当社がグローバルな事業展開および持続的な
企業価値向上を目指すにあたり、同氏の指導・統率力および企画力が必要であると判断したため、引
き続き取締役候補者といたしました。

　

事業報告書 2016年05月24日 19時05分 $FOLDER; 38ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

38

2.
イ トウ ノ ブ トシ

伊藤 信利（昭和25年３月26日生） 再 任
　略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和50年４月 当社入社
平成11年４月 当社福岡支店営業部長
平成16年４月 当社福岡支店長兼同店営業部長
平成17年７月 当社執行役員福岡支店長兼同店営業部長
平成18年４月 当社執行役員機械業務本部長
平成19年４月 当社執行役員業務本部長兼北海道支店長
平成19年６月 当社取締役兼執行役員業務本部長兼北海道支店長
平成20年４月 当社取締役兼執行役員業務本部長
平成21年６月 当社常務取締役兼執行役員業務本部長
平成22年４月 当社常務取締役業務本部長
平成23年４月 当社常務取締役業務・開発本部長
平成23年６月 当社専務取締役業務・開発本部長
平成24年１月 当社専務取締役機械営業本部長兼業務・開発本部長
平成24年４月 当社専務取締役機械営業本部長（現任）

　候補者の有する当社の株式数
33,400株

　取締役候補者とした理由
　同氏は、ポンプやシールド掘進機を主力商品とする機械営業部門において豊富な経験と実績を有し
ているとともに、平成24年１月からは機械営業本部長として経営手腕を発揮しております。これら
のことから、当社がグローバルな事業展開および持続的な企業価値向上を目指すにあたり、同氏の指
導・統率力および企画力が必要であると判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。
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3.
オオ オカ タカシ

大岡 隆（昭和26年11月５日生） 再 任
　略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
平成17年１月 当社入社
平成17年６月 当社経理部長
平成17年７月 当社執行役員管理本部副本部長兼経理部長
平成18年４月 当社執行役員管理本部副本部長兼経営企画室長
平成20年４月 当社執行役員経営企画室長
平成21年６月 当社取締役兼執行役員経営企画室長
平成21年10月 当社取締役兼執行役員経営企画室長兼本社ビル企画推進室長
平成22年４月 当社取締役経営企画室長兼本社ビル企画推進室長
平成24年４月 当社取締役経営企画室長兼企業不動産企画室長
平成24年６月 当社常務取締役経営企画室長兼企業不動産企画室長
平成26年４月 当社常務取締役経営企画室長兼企業不動産営業室長
平成27年２月 ラサ・リアルエステート株式会社代表取締役（現任）
平成27年４月 当社常務取締役経営企画室長（現任）

　候補者の有する当社の株式数
35,500株

　取締役候補者とした理由
　同氏は、財務・会計に関する深い造詣、資本政策やM&Aに関する高い見識を有しているとともに、
平成18年４月からは経営企画・IR部門の責任者として豊富な経験と実績を有しております。これらの
ことから、当社がグローバルな事業展開および持続的な企業価値向上を目指すにあたり、同氏の指
導・統率力および企画力が必要であると判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。
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4.
ホン マ タケ ヒロ

本間 丈大（昭和29年１月10日生） 再 任
　略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
平成元年２月 当社入社
平成18年４月 当社営業技術部長
平成21年４月 当社執行役員環境営業本部副本部長兼営業技術部長
平成23年４月 当社執行役員業務・開発本部副本部長兼海外機械営業部長
平成24年４月 当社執行役員機械営業本部副本部長兼海外機械営業部長
平成24年６月 当社取締役機械営業本部副本部長兼海外機械営業部長
平成26年４月 当社取締役環境営業本部長（現任）

　候補者の有する当社の株式数
22,000株

　取締役候補者とした理由
　同氏は、水砕スラグ製造設備（ラサ・システム）や高圧ピストンポンプを主力商品とする環境営業
部門において豊富な経験と実績を有しているとともに、平成26年４月からは環境営業本部長として
経営手腕を発揮しております。これらのことから、当社がグローバルな事業展開および持続的な企業
価値向上を目指すにあたり、同氏の指導・統率力および企画力が必要であると判断したため、引き続
き取締役候補者といたしました。

　

5.
コ ヤマ フミ オ

小山 文男（昭和29年11月５日生） 再 任
　略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
平成18年１月 当社入社
平成20年４月 当社経理部長
平成24年４月 当社執行役員管理本部副本部長兼経理部長
平成26年６月 当社取締役管理本部副本部長兼経理部長
平成26年12月 当社取締役管理本部長兼経理部長（現任）

　候補者の有する当社の株式数
8,300株

　取締役候補者とした理由
　同氏は、財務・会計に関する造詣が深く、経理を始めとした管理部門において豊富な経験と実績を
有しているとともに、平成26年12月からは管理本部長として経営手腕を発揮しております。これら
のことから、当社がグローバルな事業展開および持続的な企業価値向上を目指すにあたり、同氏の指
導・統率力および企画力が必要であると判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。
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6.
モリ ワキ コウ ジ

森脇 幸治（昭和20年６月５日生） 社外取締役候補者 再 任
　略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和44年４月 ラサ工業株式会社入社
平成７年６月 同化成品事業部営業部長
平成15年６月 同取締役化成品事業部長兼営業部長
平成18年６月 同代表取締役常務取締役経営企画室長、経理部・精密機械営業部担当
平成19年６月 同代表取締役常務取締役経営企画室長、精密機械営業部担当
平成20年６月 同代表取締役専務取締役経営企画室長、精密機械営業部担当
平成22年１月 同代表取締役専務取締役経営企画室長、精密機械営業部・NCRI営業部担当
平成22年６月 同代表取締役専務取締役経営企画室長、化成品事業部・精密機械営業部・NCRI営業部担当
平成23年６月 同退任
平成24年１月 ダイシンケミカル株式会社取締役相談役（現任）
平成27年６月 当社取締役（現任）

　候補者の有する当社の株式数
－ 株

　社外取締役候補者とした理由
　同氏は、平成23年６月までラサ工業株式会社の代表取締役専務取締役を務めており、在任中は化
成品事業や経営企画部門などを担当するとともに、経営者としての豊富な経験と実績を有しておりま
す。これらのことから、当社がグローバルな事業展開および持続的な企業価値向上を目指すにあた
り、コーポレート・ガバナンス機能の強化に貢献する人材であると判断したため、引き続き社外取締
役候補者といたしました。

　

7.
ツチ ヤ オサム

土屋 修（昭和32年11月１日生） 新 任
　略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
平成22年４月 当社入社
平成23年４月 当社システム部長
平成26年４月 当社管理本部長補佐兼情報技術部長
平成26年12月 当社管理本部副本部長兼総務部長兼情報技術部長
平成27年１月 当社執行役員管理本部副本部長兼総務部長兼情報技術部長
平成27年４月 当社執行役員管理本部副本部長兼総務人事部長兼情報技術部長
平成28年４月 当社執行役員管理本部副本部長兼総務人事企画部長（現任）

　候補者の有する当社の株式数
1,800株

　取締役候補者とした理由
　同氏は、経営感覚に優れ、ICT（情報通信技術）部門や総務・人事部門において指導・統率力およ
び企画力を発揮するとともに、平成27年１月からは執行役員として管理本部副本部長を務めており
ます。これらのことから、当社がグローバルな事業展開および持続的な企業価値向上を目指すにあ
たり、取締役として適切な人材であると判断したため、新たに取締役候補者といたしました。
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8.
ナカ ニシ トシ オ

中西 俊雄（昭和24年10月31日生） 新 任
　略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和46年２月 当社入社
平成11年４月 当社大阪支店営業部長
平成16年４月 当社仙台支店長
平成18年４月 当社執行役員名古屋支店長
平成20年４月 当社執行役員機械営業本部副本部長兼産業機械一部長
平成21年６月 当社取締役兼執行役員機械営業本部副本部長
平成22年４月 当社取締役機械営業本部副本部長
平成23年６月 当社常務取締役機械営業本部副本部長
平成24年１月 イズミ株式会社取締役

当社取締役機械営業本部担当（非常勤）
平成24年５月 イズミ株式会社代表取締役社長（現任）
平成24年６月 当社取締役退任

　候補者の有する当社の株式数
35,100株

　取締役候補者とした理由
　同氏は、平成21年６月から平成24年６月まで当社取締役を務め、また平成24年５月からは子会社
イズミ株式会社の代表取締役社長としてリーダーシップを発揮するとともに、豊富な経験と実績を有
しております。これらのことから、当社がグローバルな事業展開および持続的な企業価値向上を目指
すにあたり、同氏の指導・統率力および企画力が必要であると判断したため、新たに取締役候補者と
いたしました。
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9.
スガ ヤ ヒロ アキ

菅谷 大見（昭和31年９月28日生） 社外取締役候補者 新 任
　略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和55年４月 川崎鉱業株式会社入社
平成元年12月 同取締役
平成５年６月 同取締役川崎鉱業所長
平成25年６月 同代表取締役社長（現任）

　候補者の有する当社の株式数
－ 株

　社外取締役候補者とした理由
　同氏は、現在川崎鉱業株式会社の代表取締役社長としてリーダーシップを発揮するとともに、経営
者としての豊富な経験と実績を有しております。これらのことから、当社がグローバルな事業展開お
よび持続的な企業価値向上を目指すにあたり、コーポレート・ガバナンス機能の強化に貢献する人材
であると判断したため、新たに社外取締役候補者といたしました。

（注）１．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．森脇幸治、菅谷大見の両氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は森脇幸治氏を東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として届け出ておりますが、同氏および菅谷大見氏の選任につき承認いただいた場合、当社は両氏を独立役員として届
け出る予定であります。

３．当社は森脇幸治氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、同法第425条第１項に規定する最低責任限度額としております。また、同氏および菅谷大見氏の選任に
つき承認いただいた場合、当社は両氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

４．森脇幸治氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となり
ます。
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第３号議案 監査役１名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役世良孝司氏は任期満了となります。つきましては、監査役１名の選任をお
願いするものであります。
　 なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　 監査役候補者は、次のとおりであります。
セ ラ タカ シ

世良 孝司（昭和28年１月16日生） 再 任
　略歴、地位および重要な兼職の状況
昭和51年４月 当社入社
平成18年４月 当社産業機械一部長
平成20年４月 当社広島支店長兼同店営業部長
平成24年４月 当社機械営業本部長補佐
平成24年６月 当社監査役（現任）

　候補者の有する当社の株式数
10,900株

　監査役候補者とした理由
　同氏は、現在当社常勤監査役を務めており、営業部門における豊富な経験と高い見識を活かし、適
切な監査を実施するとともに、常勤監査役として監査役会を統括しております。これらのことから当
社がグローバルな事業展開および持続的な企業価値向上を目指すに当たり、監査業務を行う適切な人
材と判断したため、引き続き監査役候補者といたしました。

（注）監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法の規定に基づき、予め補欠監査役１名の選
任をお願いいたしたいと存じます。
　 なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　 補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
オカ カズ タカ

岡 一貴（昭和29年10月４日生） 社外監査役候補者 再 任
　略歴、地位および重要な兼職の状況
昭和53年４月 株式会社第一勧業銀行（現株式会社みずほ銀行）入行
平成12年５月 同西淀川支店長
平成14年４月 株式会社みずほ銀行西淀川支店長
平成14年７月 同亀有支店長
平成16年５月 同公務第二部長
平成19年５月 みずほ健康保険組合常務理事
平成22年６月 中央不動産株式会社常勤監査役
平成23年６月 同常務執行役員（現任）

　候補者の有する当社の株式数
－ 株

　補欠の社外監査役候補者とした理由
　同氏は、金融機関での勤務経験により、財務・会計に関する深い造詣および企業活動や経営に関す
る豊富な見識を有していることから、当社の社外監査役として適任であると判断し、補欠の社外監査
役候補者といたしました。

（注）１．補欠監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．岡 一貴氏は補欠の社外監査役候補者であります。
３．当社は、社外監査役との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害
賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に規定する最低責任限度額としております。岡 一貴氏が監査役に就任した場合、
当社は同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

４．当社は、補欠監査役候補者岡 一貴氏が監査役に就任した場合には、東京証券取引所に対し、同氏を独立役員として届け出る
予定であります。
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第５号議案 取締役に対する業績連動型株式報酬等の額および内容決定の件
１．提案の理由および当該報酬を相当とする理由
　当社の取締役の報酬は、「基本報酬」および業績などを勘案して支給することがある「業績連動報酬」
により構成されていますが、本議案は、新たに取締役（社外取締役を除きます。以下同じです。）に対す
る「業績連動型株式報酬制度」（以下「本制度」といいます。）を導入することについてご承認をお願いす
るものです。なお、その詳細につきましては、後記2.の枠内で取締役会にご一任いただきたいと存じま
す。
　本制度は、当社の業績および株式価値と取締役の報酬との連動性をより明確にし、取締役が株主の皆様
と株価上昇によるメリットおよび株価下落リスクを共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の
増大に貢献する意識を高めることを目的としております。
　具体的には、平成19年６月28日開催の第105期定時株主総会においてご承認いただきました取締役の
報酬の限度額（年額２億50百万円以内。ただし、使用人給与分は含みません。）とは別枠で、新たな業績
連動型株式報酬を、平成29年３月末で終了する事業年度から平成31年３月末で終了する事業年度までの
３年間（以下「対象期間」といいます。）に在任する当社の取締役に対して支給する旨のご承認をお願い
するものです。
　なお、第２号議案「取締役９名選任の件」が原案どおり可決されますと、本制度の対象となる取締役の
員数は、７名となります。

　２．本制度における報酬等の額・内容等
　 （１）本制度の概要

　本制度は、当社が金員を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」といいます。）が当社株
式を取得し、当社取締役会が定める株式交付規程に従って、その役位および業績達成度（中期経営計画
の連結純利益目標達成率）に応じて付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各
取締役に対して交付されるという、業績連動型の株式報酬制度です。なお、取締役が当社株式の交付を
受ける時期は、原則として取締役の退任時です。その他、本制度の骨子につきましては、下記【ご参
考】をご参照ください。

　 （２）当社が拠出する金員の上限
　本信託の当初の信託期間は約３年間とし、当社は、本制度により当社株式を取締役に交付するのに必
要な当社株式の取得資金として、当該信託期間中に、金１億70百万円を上限とする金員を対象期間中に
在任する取締役に対する報酬として拠出し、一定の要件を満たす取締役を受益者として本信託を設定し
ます。本信託は、当社が信託した金員を原資として、当社株式を株式市場を通じてまたは当社の自己株
式処分を引き受ける方法により取得します。
注：当社が実際に本信託に信託する金銭は、上記の当社株式の取得資金のほか、信託報酬、信託管理人報酬等の必要費用の
見込み額を合わせた金額となります。
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　なお、信託期間の満了時において、当社の取締役会の決定により、信託期間を３年毎に延長し（当社
が設定する本信託と同一の目的の信託に本信託の信託財産を移転することにより実質的に信託期間を延
長することを含みます。以下も同じです。）、本制度を継続する（これに応じて対象期間も延長します。）
ことがあります。この場合、当社は、本制度により取締役に交付するのに必要な当社株式の追加取得資
金として、延長した信託期間毎に金１億70百万円を上限とする金員を本信託に追加拠出し（ただし、か
かる追加拠出を行う場合において、延長する前の信託期間の末日に信託財産内に残存する当社株式また
は金銭がある場合には、追加拠出の上限額は、金１億70百万円から、かかる残存株式相当額および残存
金額を控除した額とします。）、延長された信託期間内に後記(3)①のポイント付与および後記(4)の当社
株式の交付を継続します。
　ただし、上記のように本制度を継続しない場合であっても、信託期間の満了時において、既にポイン
トを付与されているものの未だ退任していない取締役がある場合には、当該取締役が退任し当社株式の
交付が完了するまで、本信託の信託期間を延長することがあります。
　

　 （３）取締役に交付される当社株式数の算定方法と上限
　 ①取締役に対するポイントの付与方法およびその上限

　当社は、当社取締役会で定める株式交付規程に基づき、各取締役に対し、信託期間中の毎年所定
の時期に、直前に終了する事業年度における役位および業績達成度に応じてポイントを付与しま
す。ただし、当社が取締役に付与するポイントの総数は、1事業年度当たり94,000ポイント（対応
する当社株式数にして94,000株相当）を上限とします。

　 ②付与されたポイントの数に応じた当社株式の交付
　取締役は、前記①で付与を受けたポイントの数に応じて、後記(4)の手続に従い、当社株式の交付
を受けます。各取締役に交付すべき当社株式の数は、当該取締役に付与されたポイント数に1.0
（ただし、当社株式について、株式分割・株式併合等、交付すべき当社株式数の調整を行うことが
合理的であると認められる事象が生じた場合には、かかる分割比率・併合比率等に応じて、合理的
な調整を行います。）を乗じた数とします。
　

　 （４）取締役に対する当社株式の交付
　各取締役に対する前記(3)の当社株式の交付は、各取締役がその退任時に所定の受益者確定手続を行う
ことにより、本信託から行われます。ただし、このうち一定の割合の当社株式については、本信託内で
売却換金したうえで、当社株式に代わり金銭で交付します。また、本信託内の当社株式について公開買
付けに応募して決済された場合等、本信託内の当社株式が換金された場合には、当社株式に代わり金銭
で交付することがあります。
　

【ご参考】
　本制度の詳細につきましては、平成28年５月20日公表の「当社取締役に対する新たな業績連動型株式報
酬制度の導入に関するお知らせ」をご参照願います。

以 上
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